















et al.(2001: 697) が組織変革を、社会科学において重要なテーマの一つであるとしている。そ






問題は、理論的解明が不十分である（Sastry, 1997: 237; 大月、2005: 4）。したがって、理論的
解明が不十分な組織変革メカニズムの研究を、何らかの分類枠組みを用いて体系づけること
は、組織変革メカニズムの研究において更なる発展に寄与することができる。組織変革メカ
ニズムの研究における分類の意義は、Van de Ven & Poole(1995) が以下の 4 点にまとめてい
る。第一に、多様な議論を統合できる。第二に、規範的機能論において役に立つ。第三に、
新理論の誕生を促進できる。第四に、帰納論的な研究を支援できる。上記の 4 点の意義を
Van de Ven & Poole(1995) は示したが、とりわけ第一の多様な議論を統合できる点、及び第









る。なお本稿では、Armenakis & Bedeian(1999) が利用したコンテクスト研究 (Context 
research)、プロセス研究 (Process research)、コンテント研究 (Content research) を分類枠
組みとして採用する。それぞれの分類枠組みは第 3 節で説明する。
本稿の構成は以下の通りである。第 2 節で、本稿における組織変革メカニズムの位置づけ



















確保する活動」と定義づけられる（大月、2005: 6）。大月 (2005) の定義から、組織変革は変
革の範囲、変革のプロセスを検討する必要があると示唆される。したがって、本稿では「組






組織変革は、組織進化（Organizational evolution。例えば Weick, 1979; Nelson & Winter, 











ず、Van de Ven & Poole(1995) は組織変革メカニズムの研究における 4 つの理念型モデルを
















　本稿では、Armenakis & Bedeian(1999) によるコンテクスト研究、プロセス研究、コン
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テント研究の 3 研究を分類枠組みとして採用する。その理由は 2 点挙げられる。第一に、
Van de Ven & Poole(1995) は、組織変革メカニズムにおいてプロセスを重視している一方、
環境（コンテクスト）及び組織内の要素（コンテント）を軽視しているからである。つまり、
Van de Ven & Poole(1995) の 4 つの理念型では、何を変革対象とするのか不明瞭である。第
二に、組織変革メカニズムにおいてコンテクスト、プロセス、コンテントが相互に連結され





















(Armenakis & Bedeian, 1999)。組織内の環境（組織内コンテクスト）は、組織メンバーの信
念、態度、意図、行動に影響を及ぼす組織の状態を意味する (Mowday & Sutton, 1993)。一
方、組織外の環境（組織外コンテクスト）は、社会、政治、企業を取り囲む競争環境を意味
する (Pettigrew, 1987)。組織変革メカニズムにおける組織内コンテクストは研究がほとんど









合度に依存することを主張している（大月・藤田・奥村、2001: 48）。例えば、Burns & 
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1956) な組織観と合致する。第 1 節で述べたように、環境が激変している 21 世紀では、環境
との関わりを念頭に置く必要がある。しかし、コンテクスト研究には限界点が 2 点存在する。







(Armenakis & Bedeian, 1999)。また、Van de Ven & Poole(1995) は、プロセスを組織における
出来事が時間をかけて発展していくと捉えている。したがって、プロセス研究は「組織が段
階を踏んで変革するメカニズム」と本稿で定義する。
プロセス研究は Lewin(1947) の 3 段階モデルに議論の背景が存在する。Lewin(1947) は組
織変革プロセスを、「解凍」(Unfreezing) →「移行」(Moving) →「再凍結」(Refreezing) の 3
段階を踏んで組織変革を遂げていくと主張した。Lewin(1947) の 3 段階モデルは、組織を氷
山の一角として捉えていて、線形かつ静的に概念化したにすぎないという批判が挙げられる
(Kanter et al., 1992: 10)。しかし、プロセス研究は Lewin(1947) の 3 段階モデルをもとに発展
が遂げられた。Nadler & Tushman(1989) による「構想化」(Envisioning) →「活性化」
(Energizing) →「実現可能化」(Enabling) というモデルが、3 段階モデルの代表例として挙
げられる。
後に、Lewin(1947) の 3 段階のモデルをより精緻化し、4 段階の組織変革プロセスを示し
たモデルが登場するようになった。4 段階モデルの代表的な研究は 2 つ挙げられる。第一に、
Levy & Merry(1986) は組織の変革プロセスを以下の 4 段階に整理している。Levy & 




段 階 を 経 る こ と で 実 現 す る こ と を 主 張 し た。「 創 始 」(Initiation) →「 不 確 実 性 」
(Uncertainty) →「転換」(Transformation) →「ルーティン化」(Routinization) と 4 段階を踏
むモデルである。Quinn(1996) によるモデルの特徴は、組織変革の各段階で変革サイクルか
ら逸脱することで変革が未実現になる可能性を示唆している（5）。したがって、Quinn(1996)
の 4 段階モデルは、Levy & Merry(1986) の 4 段階モデルと比べて、プロセスをより多面的に
検討したものである。
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Armenakis & Bedeian(1999) はコンテント研究を、組織変革において組織内の要素に焦点
を当てているとしている。そして、コンテント研究は戦略適応 (Strategic orientation)、構造








コンテント研究において組織構造に焦点を当てた研究が、Miller & Friesen(1982) である。





コンテント研究において戦略に焦点を当てた研究が、Rajagopalan & Spreitzer(1997) であ
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て、 環 境 が 起 点 に な る 点 を 確 認 し た。 環 境 の 起 点 を 提 示 し た 点 は、Armenakis & 
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織変革メカニズムを議論するにあたり、断続均衡モデル (Punctuated equilibrium model) が適
用される。
断続均衡モデルは、Tushman & Romanelli(1985) によって議論が展開された。Tushman & 
Romanelli(1985) によると、断続均衡モデルは長期に渡る小規模な漸進的変革が短期間に渡
る不連続変革によって中断されるモデルである。断続均衡モデルは次の 3 つの概念で構成さ
れる。第一に収斂プロセス (Process of convergence) である。収斂プロセスは漸進的変革を
通じて、企業の全体戦略方針を支える社会政治的及び技術経済的な活動における複雑性を整
理し、一貫性を取るプロセスである。第二に、再編期間 (Periods of reorientation) である。
一貫性のパターンが根本から再秩序化される期間である。第三に経営者のリーダーシップ
(Executive leadership) である。組織変革に対する抵抗力と推進力を仲介させる役割を果たし
















段階論的なモデルは断続均衡モデルに含まれなかった。Romanelli & Tushman(1994) が断続
均衡モデルにおいてどのようなプロセスになるかを今後の課題としているように、コンテク
スト・コンテント研究ではプロセス研究の視点を取り入れる必要がある。





革 す る 点 を 説 明 す る 研 究 で あ る。 代 表 的 な 研 究 は Kotter(1995) 及 び Mintzberg & 
Westley(1992) が挙げられる。
Kotter(1995) は 8 段階モデルを用いて組織変革メカニズムを説明した。リーダーシップを
強調している側面があるが、プロセスだけでなくコンテントの側面も含まれる。







Kotter(1995) と 比 べ て、 よ り 組 織 内 の 要 素 を 多 元 的 に 検 証 し た の が Mintzberg & 
Westley(1992) である。Mintzberg & Westley(1992) は、組織内の要素（戦略、組織構造、組
織 文 化 ） を 交 え、 組 織 が「 発 展 」(Development) →「 安 定 」(Stability) →「 適 応 」







本 項 で は、 プ ロ セ ス・ コ ン テ ン ト 研 究 に お い て Kotter(1995) 及 び Mintzberg & 
Westley(1992) を提示した。組織が段階を踏んで変革する際に、戦略や組織構造、組織文化
の具体的なメカニズムを含んでいる点が、プロセス・コンテント研究の意義である。しかし、












Burke & Litwin(1992) は、因果モデル (Causal model) を構築して組織変革におけるコンテ
クスト、プロセス、コンテントの側面を論じた。Burke & Litwin(1992) は、転換的要素








本 項 で は、 コ ン テ ク ス ト・ プ ロ セ ス・ コ ン テ ン ト 研 究 を 満 た す 研 究 に Burke & 
Litwin(1992) による因果モデルを提示した。Burke & Litwin(1992) で示されたように、コン
テクスト・プロセス・コンテント研究の特徴は、これまでの研究と異なりより複雑な組織変
革メカニズムを提示している点である。組織進化モデルと断続均衡モデルで指摘された欠点
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理できた点である。特に、第 4 節で説明した多元分類枠組みは、Armenakis & Bedeian(1999)
以降の研究でも提示されなかった。したがって、既存の分類枠組みの限界点を指摘し、新た
に分類枠組みを創出して整理した点は本稿における貢献点として挙げられる。新たに分類枠
組みを創出したことで、Van de Ven & Poole(1995) が示した多様な議論を統合できる意義と
合致する。第二に、組織変革メカニズムにおける新たなモデルを構築するための分析視角を
提示できた点である。第 4 節で説明した多元分類枠組みを提示したことで、新たな研究の方
















組織変革メカニズムと合致している。Sabherwal et al.(2001) 及び Burgelman(1994) による検
証方法から、複雑な組織変革メカニズムを説明する新たなモデルを構築する必要がある。
【 注 】
（1） Vollmann(1996: 38) は、Organizational change が 転 換 (Transformation)、 継 続 的 改 善 (Continuous 
Improvement)、転向 (Turnaround)、リエンジニアリング (Reengineering) と 4 つに分類される点を指
摘した。
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（2） Hannan & Freeman(1977) は、個体群エコロジーを「環境からの影響に対する弱さの点からみて、比較
的同質である組織の集合」と定義している。したがって、組織レベルより広範に捉えている。









（6） Meyer et al.(1993) はコンフィギュレーションを、「一般的に同時に発生する概念的に異なった特徴を備
える多元的な集合体」と定義している。しかし、研究者間で共通した定義はみられない。
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